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O 削 」二一知善治主qu l 雲 品川田片岡 斗 向 m h需 品百」 ( 議 き持 難 )

術 古 -

石 川県税条例の一 部 を改正する条例をここに公布する。

令 和三 年 三 月 三 十 一 日

石 川県知事谷 本 正 憲

石 川県条例第二十三号

石 川県税条例の一 部 を改正する条例

石 川県税条例(昭和二 十 九年石川県条例第二 十 三 号 )の一 部 を次のように改正する。

第 百三 十 一 条 の十一 第 三 項 中 「 記 名押印した」を「その氏名又は名称を記載した」に改め、同条第七項中「記名押

印 しなければ」を「そ の氏名又は名称を記載しなければ」に改める。

第 百三 十 六条第一 号 及び第二 号 中 「 同 条第四項」の下に「又 は第五項」を加える。

附 則第九条の二 の 三 第 一項中「 、 同項に規定する特定保有株式(以下この項において「特定保有株式」という。 ご

及 び 「 、 特定保有株式」を削る。

附 則第十一 条 第 一 項 中「令和三 年 三 月 三 十 一 日 」を「 令 和六年三 月 三 十 一 日 」に改める。

附 則第十二 条 の四第一 項 中「令和三 年 三 月 三 十 一 日 」を「 令 和六年三 月 三 十 一 日 」に改め、同項の表第九号中「者

の 」を「者(租税特別措置法第十条第八項第六号に規定する中小事業者又は同法第四十二 条 の四第八項第七号に規定

す る中小企業者(以下この表において「中小事業者等」という。 ) に限る。 ) の」に改め、同表第十四号中「いう」の

下 に 「。 以 下この号において同じ」を、「除 く。 ) 」の下に「で、廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和四十五年

法 律第百三 十 七号)第十四条第十二 項 に規定する産業廃棄物処分業者又は同法第十四条の四第十二 項 に規定する特別

管 理産 業 廃棄物処分業者(これらの者のうち中小事業者等を除く。 ) が廃棄物の埋立地内において専ら産業廃棄物の

処 分のために使用するもの(一 般 廃棄物の処分のために使用することが必要であると認められるものを除く。 ) 以外

の もの」を加え、同条第二 項 、第四項及び第五項中「令 和三 年 三 月 三 十 一 日 」を「 令 和六年三 月 三 十 一 日 」に改める。

附 則第十二 条 の八第一 項 中「令和三 年 三 月 三 十 一 日 」を「 令 和五年三 月 三 十 一 日 」に改め、同条第三 項 中 「 同 条第

四 項」の下に「 又 は第五項」を、「第 二 号 ロ」の下に「 若 しくは第三 号 ロ(これらの規定を同条第五項において準用

す る場合を含む。 ) 」を加え、「 令 和三 年 三 月 三 十 一 日 」を「 令 和三 年 十 二 月 三 十 一 日 」に改め、同条に次の二 項 を加

え る。
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法 第百四十九条第一 項 第六号に規定する軽油自動車(以下この条及び附則第十三 条 において「軽油自動車 」 とい

う 。 ) のうち、同号イ川に規定する平成三 十 年軽油軽中量 車基 準(附則第十三 条 において「 平 成三 十 年軽油軽中量

車 基準」という。 ) 又は同号イ川に規定する平成二 十 一 年 軽油軽中量車基準(附則第十三 条 において「 平 成 二 十 一

年 軽油軽中量 車 基準」という。 ) に適合する乗用車(同号イ及びロに掲げる乗用車 を 除く。 ) に対しては、 当 該 軽油

自 動車 の 取得が令和三 年 四月一 日 から令和四年三 月 三 十 一 日 までの聞に行われたときに限り、第百三 十 三 条 第 一一 項

の 規定にかかわらず、自動車税の環境性能割を課さない。

法 第百五十七条第一 項 第三 号 イ若しくはロ又は第二 項 第三 号 イに掲げる軽油自動車に対しては、当 該 軽油自動車

の 取得が令和四年四月一日から令和五年三 月 三 十 一 日 までの聞に行われたときに限り、第百三 十 三 条 第 一 項 の規定

に かかわらず、自動車税の環境性能割を課さない。
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附 則第十三 条 第 一 項 中「第三 項 及び次条第三 項 」を「 以 下この条及び次条第三 項 」に改め、同項第一 号 中「平成二

十 年 三 月 三 十 一 日 」を「 平 成二十二 年三月 三 十 一 日 」に改め、同項第二 号中 「 法 第百四十九条第一 項 第六号に規定す

る 軽油自動車(第三 項 第六号において「軽油自動車」という。)」を「軽 油自動車」に、「平成二 十 二 年 三 月 三 十 一 日 」

を 「平成二 十 四年三 月 三 十 一 日 」に改め、同条第 三 項 中「、 当 該自動車( 自 家用の乗用車及びキヤンピ ング車 ( 以下

「 自家用 乗用車等」という。)を除く。)が平成三 十 年四月一 日 から平成三 十 一 年 三 月 三 十 一 日 までの聞に初回新規登

録 を受けた場合には令和元年度分の自動車税の種別割(法第百七十七条の十第一 項 又は第二 項 の規定により当該自動

車 の所有者に対し て月割をもって課されるものに限る。 ) に限り、当 該自動車が平成三 十 一 年 四月一 日 (自家用乗用

車 等にあっては、同年十月一 日 )から令和二 年 三 月 三 十 一 日 までの聞に初回新規登録を受けた場合には令和二 年 度分

の 自動車税の種別割に限り」を削り、「第 百 四十四条の玉の」を「同条の」に改め、同項第二 号 中「排 出ガス保安基

準 で省令で定めるもの」の下に「 ( 第六項第二 号 に おいて「 平 成 三 十 年天然ガス車基準」という。ごを加 え 、「同号ロ」

を 「同条第一 項 第 二 号 ロ」に改め、「 こ の 号 」の下に「及び第六項第二号」を加 え、同項 第三号中「をいう。」の下に

「 第六項第 三 号 に おいて同じ。」 を 加え、同項第四号中「次項第一 号 」を「以 下この条」 に、「同条第一 項 第四号イ川

川 」を「同号イ 川 川」に、「 同 条第一一 項 第四号イω」 を 「 同 号イ同」に改め、同項第五号中「次項第二 号 」を「以 下

こ の条」に、「 同 条第一 項 第五号イ 川 川」を「 同 号 イ 川 川」に改め、同項第六号中「法 第百四十九条第一 項 第六号イ

に 規定する」及び「同 号イ に 規定する」を削り、 同 条第四項中「掲げる自動車」の下に「 ( 前項の規定の適用を受け

る ものを除く。)」を加え、「、 当 該自動車(自家用乗用車等を除く。) が平成三 十 年四月一 日 から平成三十一 年 三 月 三

十 一 日 ま での聞に初回新規登録を受けた場合には令和元年度分の自動車税の種別 割(法 第百七十七条の十第一 項 又は

第 二 項 の規定により当該自動車の所有者に対し て月割をもって課されるものに限る。 ) に限り、当 該自動車が平成三

十 一 年 四月一 日 (自家用乗用車等にあっては、 同 年十月一 日 )から令和二 年 三 月 三 十 一 日 までの聞に初回新規登録を

受 けた場合には令和二年度分の自動車税の種別割に限り」を削 り、 「 第百四 十四条の五の」 を「同条の」に改め、同

条 第五項中「第三 項 (第四号及び第五号を除く。 ) 」を 「 第三項第一号か ら第三 号 まで」に、「、 自 家用乗用車等」を

「、 自家用の乗用車及びキヤンピング車(以下この条及び次条において「 自家用乗 用車等」という。 ご に改め、同条

第 六項中「前三 項 」を「 第 三 項 か ら前項まで」に、「第 五項」を「第七項」に改め、同項を同条第八項とし、同条第

五 項の次に次の二項を加 え る。

6 次 に掲げる自動車(自家用乗用車等を除く。 ) に対する第 百四十四条の玉第一 項 から第三項までの規定の適用に

つ いては、当該自動車が令和三 年 四月一 日 から令和四年三 月 三 十 一 日 までの問に初回新規登録を受けた場合には令

和 四年度分の自動車税の種別割に限り、当該自動車が令和四年四月一 日 から令和五年三 月 三十一 日 までの聞に初回

新 規登録を受けた場合には令和五年度分の自動車税の種別割に限り、第三 項 の表の上欄に掲げる同条の規定中同表

の 中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。

一 電 気自動車

二 天 然 ガス自動車のうち、平成三 十 年天然ガス車基準に適合するもの又は平 成 二 十 一 年 天然ガス車基準に適合し、

か っ 、 窒 素酸化 物の排出量 が平成二十一 年 天然ガス車基準に定める窒素酸化 物 の値の十分の九を超えないもので

省 令で定 めるも の

三 プ ラ グインハイブリッド車

四 ガソリン自動車(営業用の乗用車に限る。 ) のうち 、窒素酸化 物 の排出量が平成三 十 年ガソリン軽中量車基準

に 定める窒素酸化 物 の値の二 分 の 一 を 超えないもの又は窒素酸化 物 の排出量が平成十七年ガソリ ン 軽中量車基準

に 定める窒素酸化物の値の四分の一 を 超えないものであって、エネルギー 消 費効率が法第百四十九条第一 項 第四

号 イ ω に 規定する令和十二年度基準エネ ルギー消費 効率(以下この項及び次項において「令和十二年度基準エネ

ル ギー消費 効率」という。) に百 分の九十を乗じ て得た数値以上かつ令和二 年 度基準エネルギー 消 費効率以上の

も ので省令で定めるもの

玉 石油ガス自動車(営業用の乗用車に限る。) のうち 、 窒 素酸化 物 の排出量が平成三 十 年石油ガス軽中量車基準

に 定める窒素酸化物の値の二 分 の 一 を 超えないもの又は窒素酸化物の排出量が平成十七年石油ガス軽中量車基準

に 定める窒素酸化物の値の四分の一 を 超えないものであって、エネルギー 消 費効率が令和十二 年 度基準エネルギー

消 費効率に百分の九十を乗じて得た数値以上かつ令和二 年 度基準エネルギー消費効率以上のもので省令で定める

も の

六 軽油自動車(営 業用の乗用車に限る。)のうち、平成三 十 年軽油軽中量 車基準 又は平成二 十 一 年 軽油軽中量車

基 準に適合するものであって、エネルギー消費効率が令和十二 年 度基準エネルギー消費効率に百分の九十を乗じ

て 得た数値以上かつ令和二 年 度基準エネルギー消費効率以上のもので省令で定めるもの
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次 に掲げる自動車のうち、営業用の乗用車(前項の規定の適用を受けるものを除く。 ) に対する第百四十四条の

五 第 一 項 の規定の適用については、当該営業用の乗用車、が令和三 年 四月一 日 から令和四年三月三 十 一 日 までの聞に

初 回新規登録を受けた場合には令和四年度分の自動車税の種別割に限り、当該営業用の乗用車が令和四年四月一 日

か ら令和五年三 月 三 十 一日までの聞に初回新規登録を受けた場合には令和五年度分の自動車税の種別割に限り、第

四 項の表の上欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。

一 ガ ソリン自動車のうち、窒素酸化 物 の排出量 が 平成三 十 年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の二

分 の 一 を 超えないもの又は窒素酸化 物 の排出量 が 平成十七年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の四

分 の 一 を 超えないものであって、エネルギー消費効率が令和十二 年 度基準エネルギー消費効率に百分の七十を乗

じ て得た数値以上かつ令和二 年 度基準エネルギー消費効率以上のもので省令で定めるもの

二 石 油ガス自動車のうち、窒素酸化 物 の排出量 が 平成三 十 年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の二

分 の 一 を 超えないもの又は窒 素 酸化 物 の排出量 が 平成十七年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化 物 の値の四

分 の 一 を 超えないものであって、エネル、キl 消 費効率、が令和十二 年 度基準エネル 、キ l 消 費 効率に百分の七 十を乗

じ て得た数値以上かつ令和二 年 度基準エネルギー 消 費効率以上のもので省令で定めるもの

三 軽 油自動車のうち、 平 成三 十 年軽油軽中量 車 基準又は平成二 十 一 年 軽油軽中量 車 基準に適合するものであって、

エ ネルギー 消 費効率が令和十二 年度基 準エネルギー 消 費効率に百分の七十を乗じて得た数値以上かつ令和二 年 度

基 準エネルギー 消 費効率 以 上のもので省令で定 めるもの

附 則

( 施行期日 )

1 こ の条例は、令和三 年 四月一 日 から施行する。

( 個人の県民 税に関する経過措置)

2 改正 後の附 則第 九条の二 の 三 第 一 項 の規定は、 令和四年度以後の年 度分の個 人の県民 税について適用し、令和三

年 度分までの個人の県民税については、なお従前の例による。

( 軽油引取税に関する経過措置 )

3 改 正後の附則第十二 条 の四第一 項 の規定は、この条例の施行の日以後の軽油の引取りに対して課すべき軽油引取

税 について適用し、 同 日前の軽油の引取りに対して課する軽油引取税については、なお従前の例による。

( 自動車 税に関する経過措置)

4 改 正 後の第百三 十 六条及び附則第 十二 条 の八の規定は、 この条 例の施行の日以 後に取得 された自動車に対し て 課

す べき自動車税の環境性能割について適用し、同日前に取得された自動車に対して課する自動車税の環境性能割に

つ いては、なお従前の例による。

5 改 正後の附則第十三 条 の規定は、 令和三 年度 以後の年度分の自動車税の種別割について適用し、令和二 年度分 ま

で の自動車 税 の種別割については、 な お従前の例による。
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